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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　複数の導体を含む固定子巻線を有する固定子と、
　空隙を介して前記固定子と対向する回転子と、
を備える回転電機において、
　前記固定子は、前記固定子巻線が収納される固定子スロットを有する固定子鉄心を備え
、
　前記回転子は、前記回転子の外周側において前記固定子側に開口している複数の回転子
スロットを有する回転子鉄心を備え、
　前記複数の導体の各厚さが、前記回転子の最高回転速度および前記回転子スロットの数
に基づいて決定される前記空隙における磁束の空間高調波に対する表皮深さ以下の値に設
定されることを特徴とする回転電機。
【請求項２】
　請求項１に記載の回転電機において、
　前記導体の電気抵抗率をρ（Ω・ｍ）とし、前記導体の透磁率をμ（Ｈ／ｍ）とし、前
記複数の回転子スロットの個数をＮ2とし、前記回転子の最高回転速度をｎｍａｘ（ｍｉ
ｎ－1）とし、すべりをｓとすると、前記複数の導体の各厚さｈ（ｍ）は、次式を満足す
ることを特徴とする回転電機。
　ｈ≦（ρ・６０・（１－ｓ）／（π・μ・ｎｍａｘ・Ｎ２））０．５

【請求項３】
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　請求項１または２に記載の回転電機において、
　前記複数の導体は、互いに絶縁される複数の素線からなることを特徴とする回転電機。
【請求項４】
　請求項３に記載の回転電機において、
　前記複数の素線は、複数の裸線からなり、前記複数の素線と交互に配置される複数の絶
縁部材によって互いに絶縁されることを特徴とする回転電機。
【請求項５】
　請求項３に記載の回転電機において、
　前記複数の素線は、絶縁被覆を有する複数の第１の素線と、裸線からなる複数の第２の
素線とを含み、前記複数の第１の素線と前記複数の第２の素線は交互に配置され、前記複
数の素線は、前記第２の素線の絶縁被覆によって互いに絶縁されることを特徴とする回転
電機。
【請求項６】
　請求項３に記載の回転電機において、
　前記複数の素線は、一つのターンに属する、第１の絶縁被覆を有する複数の第１の素線
および裸線からなる複数の第２の素線を含み、
　前記複数の第１の素線と前記複数の第２の素線とは、前記第１の絶縁被覆によって互い
に絶縁され、
　前記一つのターンは、第２の絶縁被覆を有し、前記第２の絶縁被覆によって他のターン
と絶縁されることを特徴とする回転電機。
【請求項７】
　請求項３に記載の回転電機において、
　前記複数の素線は、一つのターンに属し、裸線からなる複数の第１の素線を含み、
　前記複数の第１の素線は絶縁部材によって互いに絶縁され、
　前記一つのターンは絶縁被覆を有し、前記絶縁被覆によって他のターンと絶縁されるこ
とを特徴とする回転電機。
【請求項８】
　請求項５に記載の回転電機において、
　前記複数の第１の素線と前記複数の第２の素線は複数列に配列されることを特徴とする
回転電機。
【請求項９】
　請求項８に記載の回転電機において、
　前記複数列の内、隣り合う列間では、前記第１の素線どうしが隣接し、かつ前記第２の
素線どうしが隣接することを特徴とする回転電機。
【請求項１０】
　請求項８に記載の回転電機において、
　前記複数列の内、隣り合う列間では、前記第１の素線と前記第２の素線が隣接すること
を特徴とする回転電機。
【請求項１１】
　電源から入力する電力を三相交流電力に変換して出力する変換器と、前記変換器が出力
する前記三相交流電力によって回転駆動される回転電機と、を備える回転電機駆動システ
ムにおいて、
　前記回転電機は、
　複数の導体を含む固定子巻線を有する固定子と、
　空隙を介して前記固定子と対向する回転子と、
を備え、
　前記固定子は、前記固定子巻線が収納される固定子スロットを有する固定子鉄心を備え
、
　前記回転子は、前記回転子の外周側において前記固定子側に開口している複数の回転子
スロットを有する回転子鉄心を備え、
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　前記複数の導体の各厚さが、前記回転子の最高回転速度および前記回転子スロットの数
に基づいて決定される前記空隙における磁束の空間高調波に対する表皮深さ以下の値に設
定されることを特徴とする回転電機駆動システム。
【請求項１２】
　請求項１１に記載の回転電機駆動システムにおいて、
　前記回転電機の最高回転速度（ｍｉｎ－１）における前記三相交流電力の周波数ｆｍａ

ｘ（Ｈｚ）に対して、前記複数の導体の各厚さｈ（ｍ）は、次式を満足することを特徴と
する回転電機。
　ｈ≦（ρ／（π・２３・ｆｍａｘ・μ））０．５

【請求項１３】
　台車と、
　前記台車に回転可能に軸支される複数の車輪と、
　前記複数の車輪を駆動する回転電機と、
を備える鉄道車両において、
　前記回転電機は、
　複数の導体を含む固定子巻線を有する固定子と、
　空隙を介して前記固定子と対向する回転子と、
を備え、
　前記固定子は、前記固定子巻線が収納される固定子スロットを有する固定子鉄心を備え
、
　前記回転子は、前記回転子の外周側において前記固定子側に開口している複数の回転子
スロットを有する回転子鉄心を備え、
　前記複数の導体の各厚さが、前記回転子の最高回転速度および前記回転子スロットの数
に基づいて決定される前記空隙における磁束の空間高調波に対する表皮深さ以下の値に設
定されることを特徴とする鉄道車両。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、固定子巻線に生じる銅損を低減できる回転電機並びにそれを用いる回転電機
駆動システムおよび鉄道車両に関する。
【背景技術】
【０００２】
　電動機や発電機等の回転電機は多くの産業分野で使用されているが、社会的な傾向とし
て省エネルギー、省資源の要請に応えた回転電機を提供することが求められている。この
ために、回転電機の高効率化を目的とした多くの改良技術が提案されており、大きな主題
となっている。
【０００３】
　そして、回転電機においては、低損失材料の開発や、回転電機の最適化設計等によって
基本波損失の低減が進められてきた。基本波損失が低減したことにより、高調波損失の占
める割合が大きくなってきている。高調波損失は大きく２つに大別され、回転電機のスロ
ット形状や巻線配置等の回転電機の構造に起因する空間高調波損失と、インバータ駆動時
の電圧波形に含まれる高調波成分に起因する時間高調波損失が回転電機の損失を増加させ
ている。これらの高調波損失を低減するための高効率化技術として、特許文献１～５に記
載の技術が知られている。
【０００４】
　特許文献１に記載の技術では、固定子巻線に発生する時間高調波損失を低減するために
、電流の表皮深さよりも導体の厚さを小さくする。
【０００５】
　特許文献２に記載の技術では、固定子巻線に発生する時間高調波損失を低減するために
、導体の厚さを交番磁界から求められる表皮厚さ以下とする。
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【０００６】
　特許文献３に記載の技術では、固定子巻線に発生する時間高調波損失を低減するために
、回転電機用巻線導体が、複数の素線からなる矩形断面の束となるようにプレス成形され
る。
【０００７】
　特許文献４に記載の技術では、回転子バーに発生する空間および時間高調波損失を低減
するために、回転子ティース部の周方向先端形状が、ティース先端部からスロット内の導
体棒に向かって円弧状に突出する凸部を有する。
【０００８】
　特許文献５に記載の技術では、回転子バーに発生する空間高調波損失を低減するために
、回転子スロット先端部の空間の深さを回転子スロット幅の３分の１以上の長さとする。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００９】
【特許文献１】特開２０１２－１４６４７３号公報
【特許文献２】特開２０１２－３９８３６号公報
【特許文献３】特開２００２－２７６９３号公報
【特許文献４】特開２０１４－２３４１３号公報
【特許文献５】特開２０１１－８７３７３号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００１０】
　上記特許文献１～３の技術では、固定子巻線の時間高調波損失を低減できるが、回転電
機に対する更なる高効率化の要求に応じることが難しい。また、特許文献４および５の技
術は、誘導電動機の回転子巻線導体における高調波二次銅損を低減するものであり、固定
子巻線に適用することは難しい。
【００１１】
　そこで、本発明は、固定子巻線に発生する高調波損失を低減し、高効率な回転電機を提
供すると共に、この回転電機を用いる回転電機駆動システムおよび鉄道車両を提供する。
【課題を解決するための手段】
【００１２】
　上記課題を解決するために、本発明による回転電機は、複数の導体を含む固定子巻線を
有する固定子と、空隙を介して固定子と対向する回転子と、を備えるものであって、固定
子は、固定子巻線が収納される固定子スロットを有する固定子鉄心を備え、回転子は、回
転子の外周側において固定子側に開口している複数の回転子スロットを有する回転子鉄心
を備え、複数の導体の各厚さが、回転子の最高回転速度および回転子スロットの数に基づ
いて決定される、空隙における磁束の空間高調波に対する表皮深さ以下の値に設定される
【００１３】
　また、本発明による回転電機駆動システムは、電源から入力する電力を三相交流電力に
変換して出力する変換器と、変換器が出力する前記三相交流電力によって回転駆動される
回転電機と、を備えるものであって、回転電機が上記本発明による回転電機である。
【００１４】
　さらに、本発明による鉄道車両は、台車と、台車に回転可能に軸支される複数の車輪と
、複数の車輪を駆動する回転電機と、を備えるものであって、回転電機が上記本発明によ
る回転電機である。
【発明の効果】
【００１５】
　本発明によれば、固定子巻線に発生する空間高調波による損失を低減できるので、回転
電機の効率を向上できる。また、回転電機駆動システムや回転電機によって駆動される鉄
道車両で発生する損失を低減することができる。
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【００１６】
　上記した以外の課題、構成および効果は、以下の実施形態の説明により明らかにされる
。
【図面の簡単な説明】
【００１７】
【図１】本発明の実施例１である回転電機の全体構成および部分断面図を示す。
【図２】パーミアンス脈動による空間高調波損失の発生原理を示す。
【図３】実施例１におけるパーミアンスの脈動周波数と導体の幅の関係を示す。
【図４】本発明による実施例２である回転電機の固定子巻線の部分断面図を示す。
【図５】回転子巻線に発生する銅損と導体厚さの関係の一例を示す。
【図６】固定子巻線構造による銅損の大きさの比較を示す。
【図７】本発明による実施例３である回転電機の固定子巻線の部分断面図を示す。
【図８（ａ）】本発明による実施例４である回転電機の固定子巻線の部分断面図を示す。
【図８（ｂ）】本発明による実施例４である回転電機の固定子巻線の部分断面図を示す。
【図９】本発明による実施例５である回転電機の固定子巻線の部分断面図を示す。
【図１０】本発明による実施例６である回転電機の固定子巻線の部分断面図を示す。
【図１１】本発明による実施例７である回転電機駆動システムを示す。
【図１２】本発明による実施例８である鉄道車両を示す。
【図１３】高調波の次数と、基本波に対する高調波成分の割合の関係の一例を示す。
【発明を実施するための形態】
【００１８】
　以下、本発明の実施例を図面に従い詳細に説明する。各図において、参照番号が同一の
ものは同一の構成要件あるいは類似の機能を備えた構成要件を示している。なお、実施例
１について説明する回転電機の全体構成は、各実施例についても同様である。
【実施例１】
【００１９】
　図１は、本発明の実施例１である回転電機すなわち鉄道車両などに用いられる誘導電動
機の全体構成およびその部分断面図を示す。部分断面図は、全体構成におけるＡ－Ａ’断
面を示す。
【００２０】
　図１において、固定子１０は軸方向に連続的に形成された固定子スロット１２を内周部
に設け、かつ電磁鋼板等の薄鋼板を軸方向に沿って複数枚積層された固定子鉄心１１と、
固定子スロット１２に巻装された固定子巻線１３を備えている。
【００２１】
　固定子巻線１３は、固定子スロット１２内で、断面形状が略矩形となる導体１６が複数
回巻かれることによって構成されている。それぞれの導体１６の外周表面はガラスクロス
、マイカの積層体等からなる絶縁被覆１５によって覆われている。これにより、図１に示
すような部分断面内、すなわち固定子スロット１２内において、互いに隣接する導体１６
どうしが、電気的に接触して導通することがないようにしている。さらに、これらの導体
１６は樹脂組成物等からなる主絶縁１４によって複数本で束ねられた状態で固定子スロッ
ト１２に収められる。これにより、本実施例１においては、固定子スロット１２内に、絶
縁被覆１５が施される複数の導体を有する固定子巻線が、固定子あるいは回転電機の径方
向に沿って、２個並置されて格納される。各固定子巻線においては、絶縁被覆１５が施さ
れる複数の導体が、各導体の厚さ方向が回転電機の径方向となるように、２列に積層され
る。そして、このような積層体が主絶縁１４によって被覆されて、一つの固定子巻線が構
成される。
【００２２】
　本実施例において、固定子スロット１２は、開放型スロットである。このため、固定子
巻線１３は、回転子２０に対向する固定子スロット１２の開口部に設けられる溝に嵌め込
まれる楔１７によって、固定子鉄心１１に固定される。
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【００２３】
　固定子１０と、空隙を介して同心軸上の内周側に位置する回転子２０は、周方向に所定
の間隔を持って配設され、軸方向に連続的に形成される複数の回転子スロット２１を外周
部に設け、かつ電磁鋼板等の薄鋼板を軸方向に沿って複数枚積層される回転子鉄心２４を
有している。さらに回転子２０は、軸方向に延びる複数の回転子スロット２１に挿入され
る銅等の導体から成る回転子バー２２と、電磁鋼板等の薄鋼板が軸方向に沿って複数枚積
層される回転子鉄心２４の両端側に設置され、かつ外周端部と回転子バー２２の端部がロ
ウ付けされることにより、複数の回転子バー２２を電気的に接続する円環状の導体である
銅等からなるエンドリング２３と、軸方向を長手方向とした回転子鉄心２４の内周側に配
置されるシャフト２５と、回転子鉄心２４の両端面に回転子鉄心抑え２６を備えている。
【００２４】
　本実施例では、回転子鉄心２４の外周表面には溝が入っており、この溝は回転子スロッ
ト２１における固定子１０側における開口部となっているが、回転子２０の周方向におい
て、溝の幅は、回転子スロット２１の幅よりも狭い。すなわち、本実施例における回転子
スロット２１は、回転子スロット２１の開口部において、回転子バー２２の外周側が回転
子鉄心２４によって部分的に覆われる、いわゆる半閉型の回転子スロット形状を有してい
る。このような回転子鉄心２４の外周表面の溝は、固定子巻線１３に三相交流電流を通電
した際に生じる磁束を、回転子バー２２に効率的に鎖交させるため、すなわち漏れ磁束を
少なくし、力率を向上させるために設けられている。しかし、回転子鉄心２４の外周表面
に溝を設けることで、固定子１０と回転子２０との間の空隙となるギャップ部においては
、空間的に、磁束の通り易さ、すなわちパーミアンスに脈動が生じるため、空間磁場分布
に脈動が生じる。
【００２５】
　本発明者の検討によれば、パーミアンス脈動によって固定子巻線に生じる空間高調波損
失が、回転電機の効率低下の一要因となる。以下、本発明者による検討について説明する
。
【００２６】
　図２は、パーミアンス脈動による空間高調波損失の発生原理を示す。回転子鉄心２４の
比透磁率は一般に１０００～３０００程度であり、回転子鉄心２４の外周表面の溝の部分
（空気）の比透磁率は１である。つまり、固定子巻線１３から見ると、回転子２０が回転
した際に、磁束が通り易い部分（鉄心部）と磁束が通り難い部分（空気）が交互に通過す
ることとなる。すなわち、固定子巻線１３の内周側に位置する導体１６に鎖交する磁束は
、回転子スロット２１の数と、回転子２０の回転速度に応じた周波数成分を有することに
なる。この時、固定子巻線１３の導体１６に鎖交する磁束量が変化すると、その変化量に
応じて導体１６中には、脈動磁束を打ち消す向きに渦電流が誘導される。このため、導体
１６における導通領域が、導体１６の表面付近に偏る。このため、導体に高周波電流を流
した場合に発生する、いわゆる表皮効果と同様に、導体１６に発生する損失が増加する。
この損失よって、回転電機の効率が低下する。
【００２７】
　そこで、本実施例では、導体１６の厚さを、回転電機の構造（本実施例では、回転子ス
ロット２１の数）と仕様（回転速度）によって生じるパーミアンス脈動の周波数による表
皮深さ以下にすることで、固定子巻線１３の導体１６に発生する空間高調波損失を低減し
て、回転電機を高効率化する。なお、ここでは、パーミアンス脈動によって導体１６に生
じる導通領域の偏り具合を、通常の表皮効果の場合と同様に「表皮深さ」と記す。
【００２８】
　以下、パーミアンス脈動周波数による損失を低減するための導体１６の厚さの設定につ
いて説明する。なお、ここで述べる導体１６の厚さとは、図１の部分拡大図に示す導体の
厚さｈのことである。
【００２９】
　本発明者は、導体１６の厚さを設定するために、一般的な表皮効果による表皮深さの関
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係式を、パーミアンス脈動による「表皮深さ」に対して適用する。すなわち、導体１６の
電気抵抗率をρ（Ω・ｍ）、導体１６の透磁率をμ（Ｈ／ｍ）、パーミアンス脈動周波数
をｆＰ（Ｈｚ）とすると、表皮深さｄ（ｍ）は式（１）で表わされる。
【００３０】
　ｄ＝（ρ／（π・ｆＰ・μ））０．５　…（１）
　パーミアンス脈動周波数ｆＰは、回転電機の構造（回転子スロット２１の数）と、仕様
（回転速度）等から算出される。ただし、インバータ等で駆動される可変速の回転電機は
、様々な回転速度条件において使用されるので、式（１）の表皮深さｄは、回転速度に応
じて変化し、回転電機の最高回転速度において最小となる。すなわち、導体１６が発生す
る損失は、回転電機の回転速度に応じて変化し、回転電機の最高回転速度において最大と
なる。そこで、パーミアンス脈動周波数による損失を低減し、全速度域での高効率化を実
現するために、回転電機の仕様で定められた最高回転速度を基準として表皮深さｄを算出
することが好ましい。
【００３１】
　最高回転速度ｎｍａｘ（ｍｉｎ―１）と最高回転速度時の電源周波数ｆｍａｘ（Ｈｚ）
との関係は、極対数をＰ、すべりをｓとして、式（２）および（３）で表わされる。
【００３２】
　ｎｍａｘ＝６０・ｆｍａｘ・（１－ｓ）／Ｐ　　…（２）
　ｆｍａｘ＝ｎｍａｘ・Ｐ／（６０・（１－ｓ））　…（３）
　また、回転子スロット２１の数をＮ２とすると、交流電源の電気角１周期において、回
転子２０が回転した際に、固定子巻線１３に対して回転子スロット２１が相対的に通過す
る数はＮ２／Ｐとなるので、パーミアンス脈動周波数ｆＰ（Ｈｚ）は、式（４）で表わさ
れる。
【００３３】
　ｆＰ＝ｆｍａｘ・（Ｎ２／Ｐ）＝ｎｍａｘ・Ｎ２／（６０・（１－ｓ））　…（４）
　パーミアンス脈動周波数による表皮深さｄ（ｍ）は、式（１）に式（４）を代入し、式
（５）で表わされる。
【００３４】
　ｄ＝（ρ・６０・（１－ｓ）／（π・μ・ｎｍａｘ・Ｎ２））０．５　…（５）
　即ち、図１に示したように、導体１６の厚さｈ（ｍ）を式（５）から算出される表皮深
さｄよりも小さくすることにより、パーミアンス脈動周波数によって発生する損失を低減
できる。ただし、仕様に記載された最高回転速度ｎｍａｘ（ｍｉｎ―１）にすべりｓが含
まれる場合においては、パーミアンス脈動周波数による表皮深さｄ（ｍ）は式（６）で表
わされる。
【００３５】
　ｄ＝（ρ・６０／（π・μ・ｎｍａｘ・Ｎ２））０．５　…（６）
　以下、本実施例について、鉄道車両用回転電機を対象にした導体１６の厚さｈ（ｍ）の
計算例を示す。
【００３６】
　導体１６の電気抵抗率を２．５０×１０－８（Ω・ｍ）、導体１６の透磁率を１．２６
×１０－６（Ｈ／ｍ）、回転子２０の最高回転速度を５０００（ｍｉｎ―１）、回転子ス
ロット２１の数を５０、すべりを０．０３（＝３％）としたときに、式（５）により、表
皮深さｄは式（７）となり、高効率化が可能な導体１６の厚さｈの範囲は式（８）となる
。
【００３７】
　ｄ＝（２．５０×１０－８・６０・（１－０．０３）／（π・１．２６×１０－６・５
０００・５０））０．５＝０．００１２１（ｍ）　…（７）
　ｈ≦ｄ＝０．００１２１（ｍ）　…（８）
　図３は、本実施例におけるパーミアンスの脈動周波数ｆＰと導体１６の厚さの関係を示
す。図３において、横軸は回転子スロット２１の数と回転電機の最高回転速度により設定
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されるパーミアンスの脈動周波数ｆＰ（Ｈｚ）を示し、縦軸は導体１６の厚さの比率（ｐ
．ｕ）を示す。図中、網掛けした範囲が、本実施例の領域である。ただし、縦軸が示す導
体１６の厚さの比率（ｐ．ｕ）は、従来の鉄道用回転電機の範囲内となるパーミアンス脈
動周波数が２０００（Ｈｚ）を基準（１．０）として示している。また、導体１６の厚さ
は、式（１）を用いて算出しているが、導体１６の電気抵抗率（Ω・ｍ）と、導体１６の
透磁率（Ｈ／ｍ）は、従来の鉄道用回転電機で使用される導体における値を用いている。
【００３８】
　図３が示すように、従来の鉄道用回転電機の導体１６の厚さは、図３に示す空間高調波
を考慮しない領域で設定されている。また、パーミアンス脈動周波数が２０００（Ｈｚ）
における本実施例について算出される厚さ０．６（ｐ．ｕ）は、基準とする従来値（１．
０ｐ．ｕ．）に対し、１．７倍（＝１／０．６）も薄い。即ち、本実施例における導体の
厚さは、従来の回転電機においては、過小であり、適用されない厚さである。
【００３９】
　以下、本実施例の効果について、先行技術と比較しながら述べる。
【００４０】
　従来、回転電機へ印加する電圧の電源周波数に起因するいわゆる表皮効果に伴い導体に
発生する時間高調波損失を低減するために、電流の表皮深さよりも導体の厚さを小さくす
ることは知られているが（例えば、特許文献１～３参照）、本従来技術では、回転電機の
構造による空間高調波に起因する損失については考慮されていない。
【００４１】
　また、従来、本実施例と同様に空間高調波について考慮し、回転子スロット形状を改良
し、回転子導体に発生する高調波損失を低減することが知られている（例えば、特許文献
４および特許文献５参照）。しかし、これらの技術は、空間高調波について考慮してはい
るが、固定子巻線に発生する高調波損失については考慮されていない。
【００４２】
　これらに対し、本実施例では、回転子スロット数や回転子の回転速度によるパーミアン
ス脈動周波数に起因する空間高調波によって固定子導体に損失が発生するという、新規な
知見に基づき、固定子巻線の導体の厚さをパーミアンス脈動周波数に応じた表皮深さ以下
に設定することにより、本損失を低減することができる。
【００４３】
　なお、本発明者が、既存の鉄道用回転電機で使用される導体１６の厚さで最も薄いもの
を基準（１．０ｐ．ｕ）として、上記従来技術（例えば、特許文献１～３）に基づいて、
既存の鉄道用回転電機で使用される電源周波数（０～２００Ｈｚ）に対して導体１６の厚
さを検討したところ、３．８４（ｐ．ｕ）程度となる。このような値は、従来の鉄道用回
転電機で使用されている導体１６の厚さよりも大きく、本実施例による厚さとはさらに乖
離した値となる。
【００４４】
　本実施例は、鉄道用誘導電動機を対象にしたが、パーミアンス脈動を有する他の回転電
機にも同様に適用できる。
【００４５】
　また、本実施例は、回転子スロット２１の形状が半閉型であるが、磁束の脈動が半閉型
スロットよりも大きくなる全閉型スロットの場合にも、大きな損失低減効果が得られる。
また、アルミダイカストロータのように、回転子鉄心における回転子スロットの半閉部に
アルミ（非磁性体）が充填される場合にも適用でき、同様の効果が得られる。
【００４６】
　さらに、本実施の回転電機に使用する材料に関しては、式（５）および（６）を適用で
きる任意の材料を適用できる。
【００４７】
　上述したように、実施例１によれば、固定子巻線導体の厚さを、パーミアンス脈動周波
数による表皮深さ以下の値、好ましくは式（１）、（５）、（６）によって算出できるよ
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うな値以下の値に設定することにより、固定子巻線で発生する損失を低減して、回転電機
を高効率化することができる。
【実施例２】
【００４８】
　図４は、本発明による実施例２である回転電機の固定子巻線の部分断面図を示す。なお
、比較のために、従来例も記載する。本実施例２は、実施例１とは異なり、導体１６の外
周表面が絶縁被覆１５に覆われていない裸線とし、かつ、隣接する導体１６間には絶縁シ
ート１８が介在し、これら導体１６と絶縁シート１８が、固定子スロット１２内で、固定
子あるいは回転子の径方向に沿って、各導体の厚さ方向が回転電機の径方向となるように
、交互に配置される。なお、固定子スロット１２の断面内において、固定子スロット１２
の高さ方向、すなわち回転電機の径方向において、従来例では複数の導体１６が２列に配
列されるのに対し、本実施例２では１列に配列される。このため、一つの導体の幅を、固
定子スロット１２の幅程度に広げられる。これと、後述する本実施例２における固定子巻
線の絶縁構成とが相俟って、本実施例２では、固定子スロット１２内における導体の占積
率を増大することができる。各導体１６の厚さについては、実施例１と同様に、パーミア
ンス脈動周波数による表皮深さ以下の値に設定される。
【００４９】
　図５は、回転子巻線に発生する銅損と導体厚さの関係の一例を示す。固定子巻線に生じ
る銅損は、直流抵抗分による直流損と、パーミアンス脈動等に起因する高周波抵抗分によ
る交流損に区分できる。従来例で用いられる絶縁被覆有の素線３０を薄くした場合、交流
損は大幅に低減できる一方で、固定子スロット１２内における導体１６の占積率が低下し
、直流損が増加する。すなわち、直流損と交流損はトレードオフの関係にある。このよう
なトレードオフ関係は、従来例および実施例１、２において、互いに損失の大きさの大小
はあるものの、同様の傾向を示す。本実施例２によれば、後述するように、直流損を低減
して、直流損と交流損のトレードオフ関係を向上することができる。
【００５０】
　本実施例２では、絶縁被覆を施さない素線３１と、絶縁シート１８を、回転電機の径方
向に交互に積層するように配置している。すなわち、径方向においては、素線の絶縁被覆
によらず、絶縁シート１８を用いて、隣接する導体１６間が絶縁される。ここで、電気的
な絶縁耐力は、絶縁シート１８のみによって確保されるように、絶縁シート１８の絶縁特
性（ｔａｎδ、部分放電開始電圧、最大放電電荷量、絶縁破壊）、厚さ寸法や材料などが
選択される。また、他の方向においては、素線の絶縁被覆や絶縁シート１８によらず、積
層された複数の導体１６と複数の絶縁シート１８の周囲を被覆する主絶縁１４によって絶
縁が確保される。従って、所望の絶縁性を確保しながらも、固定子スロット１２の断面内
において、絶縁部材の占める割合（占積率）を低減することができる。
【００５１】
　図６は、本実施例２を含む固定子巻線構造による銅損（直流損および交流損）の大きさ
の比較を示す。なお、各構造について、固定子スロットは同一スペースを有する。
【００５２】
　図６に示すように、本実施例２では、前述したように導体１６の厚さをパーミアンス脈
動周波数による表皮深さ以下の値に設定することにより交流損（高調波損失）を低減しつ
つ、固定子スロット１２の断面内において絶縁部材の占積率を低減して導体１６の占積率
を向上することにより導体１６の電気抵抗を小さくできるため、直流損を低減することが
できる。
【００５３】
　上述したように、実施例２によれば、パーミアンス脈動周波数による空間高調波損失の
低減に加え、固定子巻線の直流損も低減できるため、固定子巻線で発生する損失を低減し
て、回転電機を高効率化することができる。
【実施例３】
【００５４】
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　図７は、本発明による実施例３である回転電機の固定子巻線の部分断面図を示す。本実
施例３は、実施例１、２と異なり、絶縁被覆有の素線３０と絶縁被覆無の素線３１を併用
する。
【００５５】
　本実施例３では、絶縁被覆有の素線３０と絶縁被覆無の素線３１が、実施例２と同様に
固定子スロットの断面内においてスロットの高さ方向、すなわち回転電機の径方向に、一
列に配列されると共に、交互に積層される。このため、固定子スロット内において、隣接
する導体１６間は、絶縁被覆有の素線３０の絶縁被覆によって絶縁される。ここで、電気
的な絶縁耐力は、素線３０の絶縁被覆のみによって確保される。
【００５６】
　本実施例３によれば、実施例２と同様に、固定子スロットの断面内において絶縁部材の
占積率を低減して導体１６の占積率を向上することができる。さらに、本実施例３におい
ては、固定子巻線の製造工程において導体１６間を絶縁するために、絶縁被覆有の素線３
０と絶縁被覆無の素線３１を準備すれば、実施例２における絶縁シート１８のような絶縁
部材を積層する工程を省略できるので、製造工程を簡素化することができる。例えば、具
体的な製造工程として、絶縁被覆有の素線３０と絶縁被覆無の素線３１の２種の巻線のロ
ールから、巻線機を用いて固定子巻線１３を成型すれば、厚さがパーミアンス脈動周波数
による表皮深さ以下の値に設定された複数の薄い導体１６を積層した構造の固定子巻線を
製作することができる。
【００５７】
　本実施例では絶縁被覆有の素線３０と絶縁被覆無の素線３１を各１種類として、合わせ
て２種類の素線を有しているが、導体の断面積を変えたり、絶縁被覆の厚さを変えたりし
て、３種以上の複数種の素線を用いても良い。
【００５８】
　上述したように、実施例３によれば、固定子巻線で発生する損失を低減して、回転電機
を高効率化することができると共に、固定子巻線の製造を容易にして、回転電機のコスト
を低減できる。
【実施例４】
【００５９】
　図８（ａ）および図８（ｂ）は、本発明による実施例４である回転電機の固定子巻線の
部分断面図を示す。本実施例３は、実施例１～３と異なり、複数の素線により一つのター
ンが構成され、ターンごとに絶縁が施される。ここで、ターンとは、素線の導体部が略同
電位となる複数の素線の集合である。
【００６０】
　図８（ａ）に示す固定子巻線においては、実施例３の構成が一部適用される。すなわち
、二つの絶縁被覆無の素線３１と一つの絶縁被覆有の素線３０が一つのターンを構成する
。これらの三つの素線は、絶縁被覆有の素線３０を間にして、各導体の厚さ方向が、回転
電機の径方向となるように積層される。図８（ａ）の固定子巻線は、複数ターンすなわち
４ターン備えており、各ターンは、マイカテープ等の絶縁物で被覆されるターン間絶縁１
９が施される。このため、隣接するターン間の絶縁は、各ターンに施されるターン間絶縁
１９によって確保される。これら複数のターンは、各導体の厚さ方向が、回転電機の径方
向となるように積層され、このような積層体が主絶縁１４によって被覆されて、一つの固
定子巻線が構成される。
【００６１】
　図８（ｂ）に示す固定子巻線においては、実施例２の構成が一部適用される。すなわち
、図８（ａ）と異なり、二つの絶縁被覆無の素線３１と一つの絶縁シート１８が一つのタ
ーンを構成する。これら素線および絶縁シートは、絶縁シート１８を間にして、各導体の
厚さ方向が、回転電機の径方向となるように積層される。固定子巻線の他の構成は、図８
（ａ）と同様である。
【００６２】
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　ここで、固定子巻線１３の巻数は、回転電機の仕様（入力電圧、回転電機の外径、鉄心
の積厚等）に対して所望の回転電機の特性が得られるように設定される。また、生産性の
観点から、扱える導体の厚さ寸法には制約が生じる。このような制限のもとでも、本実施
例４によれば、次に説明するように、厚さがパーミアンス脈動周波数による表皮深さ以下
の値に設定された複数の薄い導体を用いて、導体間の絶縁が確保された固定子巻線を所望
の巻数分設けた回転電機を生産性良く製作することができる。
【００６３】
　本実施例４では、各ターンを絶縁することで、絶縁被覆有の素線３０と絶縁被覆無の素
線３１は必ずしも交互に配置することなく、導体間の絶縁を確保できる。これによって、
固定子巻線１３内の導体１６の配置の自由度を向上させることができる。さらに、複数の
素線の積層体からなるターンを準備することにより、厚さがパーミアンス脈動周波数によ
る表皮深さ以下の値に設定された複数の薄い導体を用いながらも、製造工程における部材
の支持や処理が容易になり、生産性が向上する。
【００６４】
　上述したように、実施例４によれば、パーミアンス脈動周波数による空間高調波損失の
低減や固定子巻線の直流損の低減に加え、回転電機高調波損失を低減するための厚さの薄
い導体を用いる固定子巻線の構成の自由度が向上するので、所望の性能を有しかつ高効率
な回転電機を実現できる。
【実施例５】
【００６５】
　図９は、本発明による実施例５である回転電機の固定子巻線の部分断面図を示す。
【００６６】
　本実施例５は、前述した実施例３と同様に、絶縁被覆有の素線３０と絶縁被覆無の素線
３１が、固定子スロットの断面内においてスロットの高さ方向、すなわち回転電機の径方
向に交互に積層される。さらに、本実施例５では、実施例３と異なり、複数の素線が、複
数列、本実施例５では２列に配置される。このため、実施例２と固定子スロットの寸法及
び形状が同じならば、本実施例５における一つの素線の導体１６の幅は、実施例３の場合
よりも小さくなる。なお、列間では、絶縁被覆有の素線３０同士、並びに絶縁被覆無の素
線３１同士が、それぞれ水平方向に隣接する。
【００６７】
　本実施例５によれば、導体１６の断面形状の幅と厚さのアスペクト比（幅／厚さ）を低
減できるので、厚さがパーミアンス脈動周波数による表皮深さ以下の値に設定された薄い
導体を用いながらも、アスペクト比が過大になることを抑制することができる。
【００６８】
　導体１６のアスペクト比が過大になると、回転電機の製造時の固定子巻線の曲げ工程に
おいて、導体１６の薄手方向と厚手方向とで曲げ易さ（あるいは曲げ難さ）が極端に異な
るために、加工処理が難しくなる。これに対し、本実施例５によれば、導体１６のアスペ
クト比を低減することができるので、厚さがパーミアンス脈動周波数による表皮深さ以下
の値に設定された複数の薄い導体を用いながらも、加工処理の困難性が軽減され、生産性
が向上する。
【００６９】
　本実施例５では、素線の配列数が２列であるが、これに限らず、３列以上の複数列でも
良い。また、本実施例５は、実施例３を基に素線の配列数を複数列にしているが、他の実
施例において素線の配列数を複数列にしても良い。
【００７０】
　上述したように、本実施例５によれば、パーミアンス脈動周波数による空間高調波損失
の低減や固定子巻線の直流損の低減に加え、高効率の回転電機の生産性を向上することが
できる。
【実施例６】
【００７１】
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　図１０は、本発明による実施例６である回転電機の固定子巻線の部分断面図を示す。
【００７２】
　本実施例６は、前述した実施例５と同様に、絶縁被覆有の素線３０と絶縁被覆無の素線
３１が、固定子スロットの断面内においてスロットの高さ方向、すなわち回転電機の径方
向に交互にかつ複数列に積層される。さらに、本実施例６では、実施例５と異なり、列間
では、絶縁被覆有の素線３０と絶縁被覆無の素線３１とが、水平方向に隣接する。これに
より列間には、絶縁被覆有の素線３０の絶縁被覆が介在するので、素線の列間の絶縁性が
向上する。従って、回転電機を高電圧化することができる。
【００７３】
　上述したように、本実施例６によれば、パーミアンス脈動周波数による空間高調波損失
の低減や固定子巻線の直流損の低減に加え、回転電機を高電圧化できるので、回転電機の
出力を向上できると共に高効率化できる。
【実施例７】
【００７４】
　図１１は、本発明による実施例７である回転電機駆動システムを示す。
【００７５】
　本実施例７においては、電源４０から供給される三相交流電力を、変換器４１により、
周波数や電圧が異なる三相交流電力に変換して、変換された三相交流電力によって回転電
機１が回転駆動される。そして、回転電機１の回転出力によって、負荷４２、例えば後述
するような鉄道車両が駆動される。なお、変換器４１としては、電源４０から供給される
三相交流電力をまず直流電力に変換した後、インバータ回路によって三相交流電力に変換
する電力変換器や、電源４０から供給される三相交流電力を、直流電力に変換することな
く、直接、周波数や電圧が異なる三相交流電力に変換する、いわゆるマトリクスコンバー
タが適用できる。
【００７６】
　本実施例７における回転電機１としては、前述した実施例２（図４参照）の回転電機が
適用される。このため、回転電機１におけるパーミアンス脈動周波数による空間高調波損
失が低減されると共に直流損が低減されるので、回転電機駆動システムにおける電力損失
が低減され、同システムを高効率化することができる。
【００７７】
　さらに、本実施例によれば、回転電機１の固定子巻線が、厚さがパーミアンス脈動周波
数による表皮深さ以下の値に設定された薄い導体を有するため、変換器４１が出力する電
圧波形に含有される高調波成分によって固定子巻線に流れる高調波電流に起因する近接効
果や表皮効果によって発生する損失（時間高調波損失）を低減することができる。
【００７８】
　上述したように、本実施例７によれば、回転電機において発生する、パーミアンス脈動
周波数に起因する空間高調波損失および変換器出力電圧波形の高調波成分に起因する時間
高調波損失を共に低減できるため、回転電機駆動システムの電力損失を大幅に低減して、
同システムの効率を大幅に向上することができる。
【００７９】
　なお、回転電機１は、実施例２の回転電機に限らず、実施例１、３～６（図１、７～１
０参照）のいずれかの回転電機でも良い。また、変換器４１は、電源電力として、三相交
流電力を入力するものに限らず、単相交流電力や直流電力を入力するものでも良い。
【実施例８】
【００８０】
　図１２は、本発明による実施例８である鉄道車両を示す。
【００８１】
　図１２に示すように、鉄道車両５０は、台車５３と、台車５３に増速ギア５１を介して
車軸５４によって回転可能に軸支される複数の車輪５２と、増速ギア５１を介して複数の
車輪５２に機械的に接続され、複数（４個）の車輪５２を駆動する複数台（２台）の回転
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電機１を備える。このように、本実施例８の駆動系は、１軸１モータにて構成される。回
転電機１は、図示されないが鉄道車両５０に搭載される変換器と共に、前述した実施例７
（図１１参照）による回転電機駆動システムを構成する。従って、図１２における回転電
機１としては、前述した実施例２（図４参照）の回転電機が適用される。なお、本実施例
８において、図示しない変換器は、架線や鉄道車両に搭載される蓄電システムなどから電
源電力を入力する。
【００８２】
　本実施例８において、駆動系は、１軸１モータで２軸を駆動する駆動方式であり、計２
台の回転電機を備えているが、これに限らず、他の駆動方式を用いて、１台あるいは３台
以上の複数台の回転電機を備えるものでも良い。
【００８３】
　鉄道車両用回転電機には、限られた架線の直流電力に対して、回生電力向上等を目的と
して最大出力向上というニーズがあり、回転電機に入力する電圧実効値を可能な限り大き
くすることが要求される。そのため、鉄道車両の一定速度以上の速度域では、ＰＷＭ（パ
ルス幅変調）で変調率を１００％まで利用した同期１パルス電圧波形を変換器から出力し
て回転電機が駆動される。変調率を１００％とすることで、電圧実効値は大きくできる一
方で、回転電機に流れる電流に高調波成分が多く重畳される。
【００８４】
　図１３は、高調波の次数と、基本波に対する高調波成分の割合の関係の一例を示す。本
図１３は、回転電機に入力するＰＷＭ電圧波形が同期１パルスの際に、固定子巻線に流れ
る高調波電流の大きさの比較を示すものである。
【００８５】
　図１３が示すように、低次の高調波電流の割合が多く、次数が大きくなるほど割合は小
さくなり、２３次よりも大きな次数の成分はほぼゼロとなる。このような関係に基づき、
本実施例８における回転電機１においては、固定子巻線の導体の厚さｈが、前述したよう
なパーミアンス脈動周波数による表皮深さ以下の値、好ましくは式（１）、（５）、（６
）によって算出できるような値以下の値であるとともに、式（９）に示すように、最高回
転速度時において回転電機１を駆動する電源、すなわち、変換器４１（図１１）が出力す
る三相交流電力の２３次高調波成分に対する表皮深さｄ’以下の値であることが好適であ
る。なお、式（９）において、周波数ｆｍａｘ（Ｈｚ）は、最高回転速度時において回転
電機を駆動する三相交流電力の基本波成分の周波数である。
【００８６】
　ｈ≦ｄ’＝（ρ／（π・２３ｆｍａｘ・μ））０．５　…（９）
　上述したように、本実施例８により、鉄道車両用特有の１パルス駆動時の時間高調波損
失と、パーミアンス脈動周波数による空間高調波損失の両者を低減した、高効率な鉄道車
両を提供できる。
【００８７】
　なお、本発明は前述した実施例１～８に限定されるものではなく、様々な変形例が含ま
れる。例えば、前述した各実施例は本発明を分かりやすく説明するために詳細に説明した
ものであり、必ずしも説明した全ての構成を備えるものに限定されるものではない。また
、各実施例の構成の一部について、他の構成の追加・削除・置き換えをすることが可能で
ある。
【００８８】
　例えば、上述した回転電機および回転機駆動システムは、鉄道車両に限らず、回転電機
でコンプレッサ等を駆動するポンプシステム、回転電機で掘削用のドリル等を駆動する掘
削システム、回転電機で切粉用のミル等を駆動する切粉システム、回転電機でファンを駆
動するファンシステム等にも適用できる。特に、空間高調波損失の割合が大きい回転電機
を高速回転で使用するシステムに使用することで、大きな効率向上効果が得られる。
【符号の説明】
【００８９】
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１…回転電機
１０…固定子
１１…固定子鉄心
１２…固定子スロット
１３…固定子巻線
１４…主絶縁
１５…絶縁被覆
１６…導体
１７…楔
１８…絶縁シート
２０…回転子
２１…回転子スロット
２２…回転子バー
２３…エンドリング
２４…回転子鉄心
２５…シャフト
２６…回転子鉄心抑え
３０…絶縁被覆有の素線
３１…絶縁被覆無の素線
４０…電源
４１…変換器
４２…負荷
５０…鉄道車両
５１…増速ギア
５２…車輪
５３…台車
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